
◇  目的・用例・凡例 

 

１ 目的 

 
  この指針は、消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）、消防法施行規則（昭和 36 年自治省令第 6 号）に

基づく技術基準の運用を明確にし、また本市で適用する特例基準及び指導基準を明らかにするとともに、

審査事務の円滑な運用を図ることを目的とする。 

  

２ 運用上の留意事項 

 
(1) 消防機関として火災等の災害に係る知見、消防用設備等に係る技術基準を定めた背景等及び防火対象

物の用途特性に応じた安全対策を向上するために当市が附加した行政指導事項も含まれている。 
(2) 指導事項については、防火対象物の安全性向上のために定めたものではあるが、関係者に義務を課す

るものではなく、その意図や効果について十分な説明を行い、理解を得た上で指導すること。 
(3) 消防用設備等の設置は、その設置状況や利用形態を勘案し、消防対象物関係者及び消防隊が有効に活

用できるように設置指導に努めること。 
(4) 消防用設備等は、相互に関連して有効に使用できるように設置指導すること。 

 

３ 用語の略称・用例 

法  … 消防法（昭和 23 年法律第 186 号） 

令・施行令 … 消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号） 

規則・施行規則 … 消防法施行規則（昭和 36 年自治省令第 6 号） 

危令 … 危険物の規制に関する政令（昭和 34 年政令第 306 号） 

危則 … 危険物の規制に関する規則（昭和 34 年総理府令第 55 号） 

条例 … 徳島市火災予防条例（昭和 37 年条例第 15 号） 

条例規則 … 徳島市火災予防条例施行規則（昭和 37 年規則第 10 号） 

建基法 … 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号） 

建基令 … 建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号） 

建基則 … 建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号） 

特殊消火設備 … 
水噴霧消火設備、泡消火設備、不活性ガス消火設備、ハロ
ゲン化物消火設備、粉末消火設備の総称 

特定用途 … 
施行令別表第 1(1)項から(4)項まで、(5)項イ、6 項、(9)
項イ、(16)項イ、(16 の 2)項及び(16 の 3)項に掲げる用途 

特定 1 階段防火対象物 … 施行令第 21 条第 1 項第 6 号の 2 に掲げる防火対象物 

耐火構造 … 建基法第 2 条の規定によるもの 

準耐火構造 … 建基法第 2 条の規定によるもの 

防火構造 … 建基法第 2 条の規定によるもの 

不燃材料 … 建基法第 2 条、建基令第 108 条の 2 の規定によるもの 

準不燃材料 … 建基令第 1 条の規定によるもの 

難燃材料 … 建基令第 1 条の規定によるもの 

防火設備 … 建基法第 2 条、建基令第 109 条の規定によるもの 

特定防火設備 … 建基令第 112 条の規定によるもの 

ＪＩＳ … 産業標準化法（法律）による日本産業規格 

日本消防設備安全センター … 一般財団法人日本消防設備安全センター 

   

４ 凡例 

 
  本運用指針の各文末尾の記号は、次のとおりとする。 

(1)  ★ ：法令基準      法令に明記されているもの 

(2)  ☆ ：法令基準＋指導基準 法令基準に通知や質疑等の見解を勘案して解釈した基準 

(3) 無印：指導基準      過去の事故事例等から得た知見により、本市独自に運用している基準 
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５ 基準の適用範囲  

 

(1) この基準は、令和８年４月１日から適用するものとする。 

(2) この基準の適用の以前においてなされた判断又は解釈に係る消防対象物への消防関係法令の規定の適 

用及び行政指導については、増築、減築、改築、用途変更その他の事情の変更がない限りにおいては、

当該判断又は解釈は相当の公定力を有すると解するものとする。 

 
６ 改正履歴  

 
  令和 ８年 ４月 １日  初 版 

  令和  ８年  ８月  １日    第２版 

 


